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(57)【要約】
【課題】ＳＰＤＩＦのような片方向の伝送インターフェ
ースにおいて、伝送方向を双方向化する。
【解決手段】プレーヤ１０およびＡＶアンプ２０は、ケ
ーブル３０により接続される。増幅器１１は出力端子１
４に供給された出力信号を増幅して、送信信号としてケ
ーブル３０に出力する。増幅器２１は出力端子２４に供
給された出力信号を増幅して、送信信号としてケーブル
３０に出力する。演算器１２はケーブル３０に出力され
た送信信号から、出力端子１４に供給された出力信号を
減算する。演算器２２はケーブル３０に出力された送信
信号から、出力端子２４に供給された出力信号を減算す
る。これにより、入力端子１５にはＡＶアンプ２０から
の送信信号が供給され、入力端子２５にはプレーヤ１０
からの送信信号が供給される。送信信号には双方向通信
が可能であるか否かを示す双方向通信ビットが含まれる
。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　双方向通信に対応する旨を示す双方向情報を含む出力信号を外部機器へ伝送路を介して
送信する送信部と、
　前記伝送路上の信号に前記出力信号の反転信号を加えることにより入力信号を抽出する
抽出部と
を具備するインターフェース回路。
【請求項２】
　前記出力信号または前記入力信号は、クロック成分を含む信号である請求項１記載のイ
ンターフェース回路。
【請求項３】
　前記出力信号または前記入力信号は、バイフェーズマーク変調された信号を含む請求項
２記載のインターフェース回路。
【請求項４】
　前記出力信号または前記入力信号は、当該出力信号の内容が暗号化されているか否かを
示す暗号化情報を含む請求項１記載のインターフェース回路。
【請求項５】
　出力信号を外部機器へ伝送路を介して送信する送信部と、
　前記伝送路上の信号に前記出力信号の反転信号を加えることにより入力信号を抽出する
抽出部と
を具備し、
　前記送信部は、双方向通信に対応する旨を示す双方向情報が前記入力信号に含まれてい
る場合に限り前記出力信号を送信する
インターフェース回路。
【請求項６】
　前記出力信号または前記入力信号は、クロック成分を含む信号である請求項５記載のイ
ンターフェース回路。
【請求項７】
　前記出力信号または前記入力信号は、バイフェーズマーク変調された信号を含む請求項
６記載のインターフェース回路。
【請求項８】
　前記出力信号または前記入力信号は、当該出力信号の内容が暗号化されているか否かを
示す暗号化情報を含む請求項５記載のインターフェース回路。
【請求項９】
　前記出力信号は、前記外部機器に対する制御信号を含む請求項５記載のインターフェー
ス回路。
【請求項１０】
　第１の出力信号を差動信号として伝送路を介して外部機器へ送信する第１の送信部と、
　前記伝送路上の信号に前記第１の出力信号の反転信号を加えることにより第１の入力信
号を抽出する第１の抽出部と、
　双方向通信に対応する旨を示す双方向情報を含む第２の出力信号を同相信号として前記
伝送路に重畳して前記外部機器へ送信する第２の送信部と、
　前記伝送路上の信号に前記第２の出力信号の反転信号を加えることにより第２の入力信
号を抽出する第２の抽出部と
を具備するインターフェース回路。
【請求項１１】
　第１の出力信号を差動信号として伝送路を介して外部機器へ送信する第１の送信部と、
　前記伝送路上の信号に前記第１の出力信号の反転信号を加えることにより第１の入力信
号を抽出する第１の抽出部と、
　第２の出力信号を同相信号として前記伝送路に重畳して前記外部機器へ送信する第２の
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送信部と、
　前記伝送路上の信号に前記第２の出力信号の反転信号を加えることにより第２の入力信
号を抽出する第２の抽出部と
を具備し、
　前記第２の送信部は、双方向通信に対応する旨を示す双方向情報が前記第２の入力信号
に含まれている場合に限り前記第２の出力信号を送信する
インターフェース回路。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、インターフェース回路に関し、特に機器間で音声信号などのデジタル信号を
伝送するためのインターフェース回路に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、音声信号や映像信号などのデジタル信号を扱うＡＶ（Audio/Visual）機器が普及
するにつれて、これらＡＶ機器間においてデジタル信号を伝送するためのインターフェー
スとして様々な方式のものが提案されている。このようなインターフェース一つとして、
ＳＰＤＩＦ（Sony Philips Digital InterFace）が知られている。このＳＰＤＩＦは、デ
ジタルオーディオ信号を伝送するためのインターフェースであり、ＩＥＣ（Internationa
l Electrotechnical Commission：国際電気標準会議）において「IEC 60958」として規格
化されている。
【０００３】
　このＳＰＤＩＦはデジタルオーディオ信号を伝送することを主目的としたものであるが
、これをより利用し易くするために、音量や音質などに関する付随情報を併せて伝送する
試みもなされている（例えば、特許文献１参照。）。
【特許文献１】特開２００５－１５１４７３号公報（図１）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、このＳＰＤＩＦの伝送方向はソース機器からシンク機器への片方向に限
られており、シンク機器からソース機器に対して信号を伝送することができない。このた
め、他のＩＥＥＥ（Institute of Electrical and Electronics Engineers）１３９４規
格や、ＨＤＭＩ（High-Definition Multimedia Interface）規格（ＨＤＭＩは登録商標）
などと比べてアプリケーションが限られてしまうという問題がある。
【０００５】
　本発明はこのような状況に鑑みてなされたものであり、ＳＰＤＩＦのような片方向の伝
送インターフェースにおいて、伝送方向を双方向化することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は、上記課題を解決するためになされたものであり、その第１の側面は、双方向
通信に対応する旨を示す双方向情報を含む出力信号を外部機器へ伝送路を介して送信する
送信部と、上記伝送路上の信号に上記出力信号の反転信号を加えることにより入力信号を
抽出する抽出部とを具備するインターフェース回路である。これにより、外部機器との間
の伝送路上で双方向通信を行わせるという作用をもたらす。
【０００７】
　また、この第１の側面において、上記出力信号または上記入力信号は、クロック成分を
含んでもよい。これにより、クロック成分を送受信させるという作用をもたらす。この一
例として、バイフェーズマーク変調された信号を含んでもよい。
【０００８】
　また、この第１の側面において、上記出力信号または上記入力信号は、当該出力信号の
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内容が暗号化されているか否かを示す暗号化情報を含んでもよい。これにより、伝送路上
でセキュアな送受信を行わせるという作用をもたらす。
【０００９】
　また、本発明の第２の側面は、出力信号を外部機器へ伝送路を介して送信する送信部と
、上記伝送路上の信号に上記出力信号の反転信号を加えることにより入力信号を抽出する
抽出部とを具備し、上記送信部は、双方向通信に対応する旨を示す双方向情報が上記入力
信号に含まれている場合に限り上記出力信号を送信するインターフェース回路である。こ
れにより、双方向情報が入力信号に含まれている場合に限り外部機器との間の伝送路上で
双方向通信を行わせるという作用をもたらす。
【００１０】
　また、この第２の側面において、上記出力信号または上記入力信号は、クロック成分を
含んでもよい。これにより、クロック成分を送受信させるという作用をもたらす。この一
例として、バイフェーズマーク変調された信号を含んでもよい。
【００１１】
　また、この第２の側面において、上記出力信号または上記入力信号は、当該出力信号の
内容が暗号化されているか否かを示す暗号化情報を含んでもよい。これにより、伝送路上
でセキュアな送受信を行わせるという作用をもたらす。
【００１２】
　また、この第２の側面において、上記出力信号は、上記外部機器に対する制御信号を含
んでもよい。これにより、伝送路において逆方向に制御信号を伝送して外部機器を制御さ
せるという作用をもたらす。
【００１３】
　また、本発明の第３の側面は、第１の出力信号を差動信号として伝送路を介して外部機
器へ送信する第１の送信部と、上記伝送路上の信号に上記第１の出力信号の反転信号を加
えることにより第１の入力信号を抽出する第１の抽出部と、双方向通信に対応する旨を示
す双方向情報を含む第２の出力信号を同相信号として上記伝送路に重畳して上記外部機器
へ送信する第２の送信部と、上記伝送路上の信号に上記第２の出力信号の反転信号を加え
ることにより第２の入力信号を抽出する第２の抽出部とを具備するインターフェース回路
である。これにより、差動信号により双方向通信を行う伝送路において、同相信号による
双方向通信を行わせるという作用をもたらす。
【００１４】
　また、本発明の第４の側面は、第１の出力信号を差動信号として伝送路を介して外部機
器へ送信する第１の送信部と、上記伝送路上の信号に上記第１の出力信号の反転信号を加
えることにより第１の入力信号を抽出する第１の抽出部と、第２の出力信号を同相信号と
して上記伝送路に重畳して上記外部機器へ送信する第２の送信部と、上記伝送路上の信号
に上記第２の出力信号の反転信号を加えることにより第２の入力信号を抽出する第２の抽
出部とを具備し、上記第２の送信部は、双方向通信に対応する旨を示す双方向情報が上記
第２の入力信号に含まれている場合に限り上記第２の出力信号を送信するインターフェー
ス回路である。これにより、差動信号により双方向通信を行う伝送路において、双方向情
報が入力信号に含まれている場合に限り同相信号による双方向通信を行わせるという作用
をもたらす。
【００１５】
　なお、本発明の第３および第４の側面において、上記第１の送信部における差動信号に
よる双方向通信として、インターネットプロトコル（ＩＰ）に準拠した双方向通信を行う
ことができる。また、上記伝送路は、ＨＤＭＩケーブルを構成するリザーブラインおよび
ホットプラグ検出ラインを利用することができる。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、ＳＰＤＩＦのような片方向の伝送インターフェースにおいて、伝送方
向を双方向化することができるという優れた効果を奏し得る。
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【発明を実施するための最良の形態】
【００１７】
　次に本発明の実施の形態について図面を参照して詳細に説明する。
【００１８】
　図１は、本発明の実施の形態におけるインターフェースの概念構成図である。この図で
は、プレーヤ１０とＡＶ（Audio/Visual）アンプ２０との間に、ＳＰＤＩＦ（Sony Phili
ps Digital InterFace）規格に準拠するケーブル３０が接続されている。ＳＰＤＩＦ規格
では、伝送方向は片方向であり、送信側の機器をソース機器、受信側の機器をシンク機器
と呼んでいる。この例では、プレーヤ１０がソース機器、ＡＶアンプ２０がシンク機器に
該当する。
【００１９】
　したがって、従来のＳＰＤＩＦ規格では、プレーヤ１０からＡＶアンプ２０に対する正
方向の信号（ＳＰＤＩＦ正信号３１）のみが伝送されていた。これに対し、本発明の実施
の形態では、ＡＶアンプ２０からプレーヤ１０に対する逆方向の信号（ＳＰＤＩＦ逆信号
３２）もケーブル３０によって伝送できるようにする。すなわち、ケーブル３０の物理的
なコネクタのピン配置を変更することなく、ＳＰＤＩＦの双方向化を実現するものである
。
【００２０】
　図２は、本発明の実施の形態におけるインターフェースの回路構成図の一例である。ケ
ーブル３０は、プレーヤ１０とＡＶアンプ２０とを接続している。接地線３９はプレーヤ
１０およびＡＶアンプ２０における共通の接地線であり、接地端子ＧＮＤに接地している
。
【００２１】
　プレーヤ１０は、ケーブル３０への接続回路として、増幅器１１および１３と、演算器
１２とを備えている。
【００２２】
　増幅器１１は、出力端子１４に供給された出力信号を増幅して、送信信号としてケーブ
ル３０に出力する増幅器である。この増幅器１１から出力された送信信号は、ケーブル３
０に出力されるとともに、演算器１２の一方の入力にも供給される。
【００２３】
　演算器１２は、出力端子１４に供給された出力信号を反転した上で、増幅器１１からケ
ーブル３０に出力された送信信号に加算する演算器である。この演算器１２における演算
は、増幅器１１からケーブル３０に出力された送信信号から、出力端子１４に供給された
出力信号を減算することと等価である。
【００２４】
　増幅器１３は、演算器１２の演算結果を受信信号として増幅する増幅器である。この増
幅器１３の出力は入力端子１５に供給される。
【００２５】
　また、ＡＶアンプ２０は、プレーヤ１０の場合と同様に、ケーブル３０に対する接続回
路として、増幅器２１および２３と、演算器２２とを備えている。
【００２６】
　増幅器２１は、出力端子２４に供給された出力信号を増幅して、送信信号としてケーブ
ル３０に出力する増幅器である。この増幅器２１から出力された送信信号は、ケーブル３
０に出力されるとともに、演算器２２の一方の入力にも供給される。
【００２７】
　演算器２２は、出力端子２４に供給された出力信号を反転した上で、増幅器２１からケ
ーブル３０に出力された送信信号に加算する演算器である。この演算器２２における演算
は、増幅器２１からケーブル３０に出力された送信信号から、出力端子２４に供給された
出力信号を減算することと等価である。
【００２８】
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　増幅器２３は、演算器２２の演算結果を受信信号として増幅する増幅器である。この増
幅器２３の出力は入力端子２５に供給される。
【００２９】
　このように、増幅器１１および２２において送信信号から出力信号を減算することによ
って、他の装置から送信された信号を受信することができるようになり、本来のＳＰＤＩ
Ｆ規格における正信号に加えて、逆信号を送受することが可能になる。
【００３０】
　本発明の実施の形態において、増幅器１１および２１は、特許請求の範囲に記載の送信
部の一例である。また、演算器１２および２２は、特許請求の範囲に記載の抽出部の一例
である。
【００３１】
　なお、この例では接地線３９を明示しているが、以下の例では図面上、接地線を省略し
て説明する。
【００３２】
　次にＳＰＤＩＦ規格について図面を参照して説明する。
【００３３】
　図３は、ＳＰＤＩＦ規格におけるフレーム構成を示す図である。ＳＰＤＩＦ規格では、
各フレームは２つのサブフレームから構成される。２チャンネルステレオ音声の場合、１
つ目のサブフレームに左チャンネル信号が含まれ、２つ目のサブフレームに右チャンネル
信号が含まれる。
【００３４】
　サブフレームの先頭には後述するようにプリアンブルが設けられ、左チャンネル信号に
はプリアンブルとして「Ｍ」が、右チャンネル信号にはプリアンブルとして「Ｗ」が付与
される。但し、１９２フレーム毎に先頭のプリアンブルにはブロックの開始を表す「Ｂ」
が付与される。すなわち、１ブロックは１９２フレームにより構成される。ブロックは、
後述するチャンネルステータスを構成する単位である。
【００３５】
　図４は、ＳＰＤＩＦ規格におけるサブフレーム構成を示す図である。サブフレームは、
第０乃至第３１の計３２のタイムスロットから構成される。
【００３６】
　第０乃至第３タイムスロットは、プリアンブル（Sync preamble）を示す。このプリア
ンブルは、上述のように左右チャンネルの区別やブロックの開始位置を表すために「Ｍ」
、「Ｗ」または「Ｂ」の何れかを示す。
【００３７】
　第４乃至第２７タイムスロットはメインデータフィールドであり、２４ビットコードレ
ンジが採用される場合には全体が音声データを表す。また、２０ビットコードレンジが採
用される場合には第８乃至第２７タイムスロットが音声データ（Audio sample word）を
表す。後者の場合、第４乃至第７タイムスロットは追加情報（Auxiliary sample bits）
として利用することができる。
【００３８】
　第２８タイムスロットは、メインデータフィールドの有効フラグ（Validity flag）で
ある。
【００３９】
　第２９タイムスロットは、ユーザデータ（User data）の１ビット分を表す。各フレー
ムにまたがってこの第２９タイムスロットを累積することによって一連のユーザデータを
構成することができる。このユーザデータのメッセージは８ビットの情報ユニット（ＩＵ
：Information Unit）を単位として構成され、１つのメッセージには３乃至１２９個の情
報ユニットが含まれる。情報ユニット間には０乃至８ビットの「０」が存在し得る。情報
ユニットの先頭は開始ビット「１」により識別される。メッセージ内の最初の７個の情報
ユニットは予約されており、８個目以降の情報ユニットにユーザは任意の情報を設定する
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ことができる。メッセージ間は８ビット以上の「０」により分割される。
【００４０】
　第３０タイムスロットは、チャンネルステータス（Channel status）の１ビット分を表
す。各フレームにまたがってブロック毎に第３０タイムスロットを累積することによって
一連のチャンネルステータスを構成することができる。なお、ブロックの先頭位置は、上
述のように、プリアンブル（第０乃至第３タイムスロット）により示される。チャンネル
ステータスのフォーマットについては後述する。
【００４１】
　第３１タイムスロットは、パリティビット（Parity bit）である。第４乃至第３１タイ
ムスロットに含まれる「０」および「１」の数が偶数になるように、このパリティビット
が付与される。
【００４２】
　図５は、ＳＰＤＩＦ規格における信号変調方式を示す図である。ＳＰＤＩＦ規格では、
サブフレームのうちプリアンブルを除く第４乃至第３１タイムスロットがバイフェーズマ
ーク変調される。
【００４３】
　このバイフェーズマーク変調の際には、元の信号（ソースコーディング）の２倍速のク
ロックが用いられる。元の信号のクロックサイクルを前半と後半に分けると、前半のクロ
ックサイクルのエッジで、バイフェーズマーク変調の出力は必ず反転する。また、後半ク
ロックサイクルのエッジにおいて、元の信号が「１」を示しているときには反転し、元の
信号が「０」を示しているときには反転しない。これにより、バイフェーズマーク変調さ
れた信号から元の信号におけるクロック成分を抽出できることになる。
【００４４】
　図６は、ＳＰＤＩＦ規格におけるプリアンブルのチャンネルコーディングを示す図であ
る。上述のように、サブフレームのうち第４乃至第３１タイムスロットはバイフェーズマ
ーク変調される。一方、第０乃至第３タイムスロットのプリアンブルは通常のバイフェー
ズマーク変調ではなく、２倍速のクロックに同期したビットパターンとして扱われる。す
なわち、第０乃至第３タイムスロットの各タイムスロットに２ビットずつ割り当てること
により、同図のような８ビットパターンを得る。
【００４５】
　直前の状態が「０」であれば、プリアンブル「Ｂ」には「１１１０１０００」が、「Ｍ
」には「１１１０００１０」が、「Ｗ」には「１１００１００」がそれぞれ割り当てられ
る。一方、直前の状態が「１」であれば、プリアンブル「Ｂ」には「０００１０１１１」
が、「Ｍ」には「０００１１１０１」が、「Ｗ」には「０００１１０１１」がそれぞれ割
り当てられる。
【００４６】
　図７は、ＳＰＤＩＦ規格におけるチャンネルステータスのフォーマットを示す図である
。チャンネルステータスは、サブフレームにおける第３０タイムスロットをブロック毎に
累積したものであり、同じサブフレームによって伝送されるオーディオチャンネルに関す
る情報を保持するものである。この図では、チャンネルステータスの内容が縦方向に１バ
イトずつ配置され、横方向には各バイトにおけるビット構成が示されている。なお、ここ
では、民生用（Consumer use）のフォーマットを想定して説明する。
【００４７】
　第０バイトにおいて、第０ビット目は、このチャンネルステータスが民生用であること
を示すビットである。第１ビット目は、リニアＰＣＭのサンプルであるか否かを示すビッ
トである。第２ビット目は、著作権の設定されているソフトウェアであるか否かを示すビ
ットである。第３乃至５ビットは、追加フォーマット情報（Additional format informat
ion）として、例えば、プリエンファシス（pre-emphasis）の有無などを含むフィールド
である。第６および７ビットは、モードを示すフィールドである。
【００４８】
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　第１バイトは、カテゴリーコードを示すフィールドである。このカテゴリーコードは、
オーディオ信号を生成する装置の機種を示すものである。このカテゴリーコードは、チャ
ンネルステータスの先頭から数えて第８乃至１５ビットに配置される。
【００４９】
　第２バイトにおいて、第０乃至３ビットは、ソース番号を示すフィールドである。この
ソース番号は、ソースを識別する番号であり、「１」から「１５」のレンジを示す。第４
乃至７ビットは、チャンネル番号を示すフィールドである。このチャンネル番号は、右チ
ャンネルか左チャンネルかを識別する番号である。
【００５０】
　第３バイトにおいて、第０乃至３ビットは、サンプリング周波数を示すフィールドであ
る。このサンプリング周波数として、例えば、「００００」は４４．１ＫＨｚを表す。第
４および５ビットは、クロック精度を示すフィールドである。このクロック精度は、精度
のレベルを３段階で示す。
【００５１】
　第４バイトにおいて、第０乃至３ビットは、ワード長を示すフィールドである。第０ビ
ット目が「０」であれば最大サンプル長は２０ビット、「１」であれば最大サンプル長は
２４ビットであることを意味する。そして、続く第１乃至３ビットにおいて具体的なビッ
ト数を特定することが可能である。第４および５ビットは、オリジナルサンプリング周波
数を示すフィールドである。
【００５２】
　第５バイト以降については、現行のＳＰＤＩＦ規格では定義されていない。そこで、本
発明の実施の形態では、双方向通信が可能であるか否かを示す双方向通信ビットとして、
第５バイトの第０ビット目が使用される。すなわち、例えば、プレーヤ１０からの信号の
チャンネルステータスにおいて、第５バイトの第０ビット目が「１」を示している場合に
は、ＡＶアンプ２０がプレーヤ１０に対して逆方向通信を行うことができることを意味す
る。プレーヤ１０から受信したＳＰＤＩＦ正信号３１のチャンネルステータスにおいて双
方向通信ビットが「１」を示している場合には、ＡＶアンプ２０はＳＰＤＩＦ逆信号３２
により応答する。これにより、ケーブル３０における双方向通信のシーケンスが開始され
る。一方、プレーヤ１０からの信号のチャンネルステータスにおいて、第５バイトの第０
ビット目が「０」を示している場合には、ＡＶアンプ２０からプレーヤ１０に対する逆方
向通信は行うことができないことを意味する。なお、双方向通信ビットは、特許請求の範
囲に記載の双方向情報の一例である。
【００５３】
　また、本発明の実施の形態では、オーディオデータが暗号化されているか否かを示す暗
号化ビットとして、第５バイトの第１ビット目が使用可能である。すなわち、例えば、プ
レーヤ１０からの信号のチャンネルステータスにおいて、第５バイトの第１ビット目が「
１」を示している場合には、プレーヤ１０からのオーディオデータが暗号化されているこ
とを意味する。一方、プレーヤ１０からの信号のチャンネルステータスにおいて、第５バ
イトの第１ビット目が「０」を示している場合には、プレーヤ１０からのオーディオデー
タが暗号化されていないことを意味する。
【００５４】
　図８は、ＳＰＤＩＦ規格におけるユーザデータのフォーマットを示す図である。ユーザ
データは、サブフレームにおける第２９タイムスロットをブロック毎に累積したものであ
る。上述のように、ユーザデータのメッセージは、８ビットの情報ユニット（ＩＵ）を単
位として構成され、１つのメッセージには３乃至１２９個の情報ユニットが含まれる。ま
た、メッセージ間は８ビット以上の「０」により分割され、情報ユニットの先頭は開始ビ
ット「１」により識別される。
【００５５】
　先頭の情報ユニットは、図８（ａ）に示すように、モードおよびアイテムを含む。モー
ドは、メッセージのクラスを示すフィールドであり、例えばプリセット情報などを示す。
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アイテムは、メッセージのタイプをさらに定義するためのフィールドである。
【００５６】
　２番目の情報ユニットは、図８（ｂ）に示すように、情報ユニットの数を含む。先頭ビ
ットを除く７ビットにより、「１」から「１２７」のレンジで情報ユニットの数を示すこ
とができる。
【００５７】
　３番目の情報ユニットは、図８（ｃ）に示すように、カテゴリーコードを含む。このカ
テゴリーコードは、図７のチャンネルステータスの第１バイトにより示されるオーディオ
データの生成元におけるカテゴリーコードである。ユーザデータでは情報ユニットの先頭
ビットが開始ビットとなるため、有効なデータは７ビット分である。この７ビットは、チ
ャンネルステータスにおける第８乃至１４ビットに相当する。第１５ビット目であるＬビ
ットは、商用のプリレコードソフトウェアを示すビットであるため、このユーザデータの
メッセージには含まれない。
【００５８】
　４乃至７番目の情報ユニットは、図８（ｄ）に示すように、３つのユーザ情報Ｘ、Ｙお
よびＺが含まれる。これら３つのユーザ情報としては１バイト（８ビット）ずつ割り当て
られている。したがって、本発明の実施の形態においては、ユーザデータ内に情報通信フ
レームを新たに定義して、ユーザ情報Ｘによって情報の種類を識別し、ユーザ情報Ｙおよ
びＺにおいて各方向における実データを伝達することが可能である。
【００５９】
　次に、本発明の実施の形態による双方向通信を資料したシステムの具体例について図面
を参照して説明する。
【００６０】
　図９は、本発明の実施の形態において情報通信フレームを双方向に送受信するインター
フェースの構成図の一例である。この例では、プレーヤ６１０とＡＶアンプ６２０がケー
ブル６３０により接続されている。プレーヤ６１０における、増幅器６１１、演算器６１
２、増幅器６１３、出力端子６１４および入力端子６１５は、増幅器１１、演算器１２、
増幅器１３、出力端子１４および入力端子１５に対応する。また、ＡＶアンプ６２０にお
ける、増幅器６２１、演算器６２２、増幅器６２３、出力端子６２４および入力端子６２
５は、増幅器２１、演算器２２、増幅器２３、出力端子２４および入力端子２５に対応す
る。
【００６１】
　プレーヤ６１０は、出力端子６１４に正信号を送信するための正信号送信部６１６と、
入力端子６１５から逆信号を受信するための逆信号受信部６１７とを備える。プレーヤ６
１０は、ＡＶアンプ６２０に対してユーザデータＵＡを送信する。また、プレーヤ６１０
は、ＡＶアンプ６２０からユーザデータＵＢを受信する。
【００６２】
　ＡＶアンプ６２０は、出力端子６２４に正信号を送信するための正信号送信部６２６と
、入力端子６２５から逆信号を受信するための逆信号受信部６２７とを備える。ＡＶアン
プ６２０は、プレーヤ６１０に対してユーザデータＵＢを送信する。また、ＡＶアンプ６
２０は、プレーヤ６１０からユーザデータＵＡを受信する。
【００６３】
　このように、本発明の実施の形態では、プレーヤ６１０およびＡＶアンプ６２０におい
てそれぞれ演算器６１２および６２２を設けて、ケーブル６３０上の信号から送信信号を
減算することにより、他の装置からの受信信号を抽出することができる。
【００６４】
　図１０は、本発明の実施の形態によるインターフェースを用いたシステム構成例を示す
図である。このシステム構成例では、プレーヤ１０およびＡＶアンプ２０がケーブル３０
により接続されるとともに、ＡＶアンプ２０およびテレビジョン受像機器４０がケーブル
５０により接続されている。
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【００６５】
　プレーヤ１０とＡＶアンプ２０との接続関係では、プレーヤ１０がソース機器となり、
ＡＶアンプ２０がシンク機器となる。また、ＡＶアンプ２０とテレビジョン受像機器４０
との接続関係では、ＡＶアンプ２０がソース機器となり、テレビジョン受像機器４０がシ
ンク機器となる。
【００６６】
　ケーブル３０では、プレーヤ１０からＡＶアンプ２０に対する正方向のＳＰＤＩＦ正信
号３１と、ＡＶアンプ２０からプレーヤ１０に対する逆方向のＳＰＤＩＦ逆信号３２とが
伝送される。また、ケーブル５０では、ＡＶアンプ２０からテレビジョン受像機器４０に
対する正方向のＳＰＤＩＦ正信号５１と、テレビジョン受像機器４０からＡＶアンプ２０
に対する逆方向のＳＰＤＩＦ逆信号５２とが伝送される。
【００６７】
　このような接続においては、オーディオ信号はプレーヤ１０からＡＶアンプ２０を介し
てテレビジョン受像機器４０に正信号として伝送される。本発明の実施の形態では、さら
に、テレビジョン受像機器４０からＡＶアンプ２０を介してプレーヤ１０に逆信号を伝送
することができる。これにより、例えば、テレビジョン受像機器４０のリモコン操作信号
を逆信号として伝送して、プレーヤ１０に対する電源オン／スタンバイ、再生／停止、早
送りなどの機器制御を行うことが可能となる。また、曲名などの情報を取得することが可
能となる。
【００６８】
　図１１は、本発明の実施の形態によるインターフェースを用いたクロック伝送の一例を
示す図である。ここでは、プレーヤ７１０およびＡＶアンプ７２０をケーブル７３０によ
って接続することにより構成されたＡＶシステムを想定している。ここでは、インターフ
ェース部分については明示していないが、図２と同様の構成を備えることを想定している
。
【００６９】
　プレーヤ７１０は、内部クロック発生回路７１１と、クロック成分再構成回路７１２と
、クロック切替器７１３と、制御マイコン７１４と、記録媒体アクセス部７１５と、復号
部７１６とを備えている。
【００７０】
　内部クロック発生回路７１１は、プレーヤ７１０の内部におけるクロック信号を発生す
る回路である。この内部クロック発生回路７１１は、例えば水晶発振子（クリスタル）な
どの発振子による発振振幅電圧を利用してクロック信号を生成する。
【００７１】
　クロック成分再構成回路７１２は、ＡＶアンプ７２０から信号線７１８に供給されたＳ
ＰＤＩＦ逆信号に基づいてクロック成分を再構成する回路である。このクロック成分再構
成回路７１２は、具体的には、ＰＬＬ（Phase Locked Loop）回路によって実現され、Ａ
Ｖアンプ７２０から供給されたＳＰＤＩＦ逆信号と位相および周波数が一致するクロック
信号を生成する。
【００７２】
　クロック切替器７１３は、内部クロック発生回路７１１において生成されたクロックま
たはクロック成分再構成回路７１２において再構成されたクロックの何れかを選択して、
出力するクロックを切り替える回路である。
【００７３】
　制御マイコン７１４は、プレーヤ７１０の動作を制御するためのマイクロコンピュータ
である。この制御マイコン７１４は、クロック成分再構成回路７１２においてクロック成
分が再構成されたことを検知すると、クロック成分再構成回路７１２からのクロックを選
択するようクロック切替器７１３に対して指示する。
【００７４】
　記録媒体アクセス部７１５は、クロック切替器７１３から出力されたクロックに従って
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、記録媒体７１７から映像信号および音声信号を読み出す回路である。
【００７５】
　復号部７１６は、クロック切替器７１３から出力されたクロックに従って、記録媒体ア
クセス部７１５によって読み出された映像信号および音声信号を復号するものである。こ
の復号部７１６によって復号された信号は信号線７１９からＡＶアンプ７２０にＳＰＤＩ
Ｆ正信号として伝送される。
【００７６】
　ＡＶアンプ７２０は、プレーヤ７１０から信号線７２８に供給された信号を受信し、そ
の受信された信号のうち音声信号を増幅するものである。このＡＶアンプ７２０は、内部
クロック発生回路７２１と、クロック成分再構成回路７２２と、クロック切替器７２３と
、制御マイコン７２４と、ラッチ７２５と、Ｄ／Ａ変換器７２６と、逆信号送信部７２７
を備えている。
【００７７】
　内部クロック発生回路７２１は、ＡＶアンプ７２０の内部におけるクロック信号を発生
する回路である。この内部クロック発生回路７２１は、内部クロック発生回路７１１と同
様に、例えば水晶発振子（クリスタル）などの発振子による発振振幅電圧を利用してクロ
ック信号を生成する。
【００７８】
　クロック成分再構成回路７２２は、プレーヤ７１０から信号線７２８に供給されたＳＰ
ＤＩＦ逆信号に基づいてクロック成分を再構成する回路である。このクロック成分再構成
回路７２２は、クロック成分再構成回路７１２と同様に、ＰＬＬ回路によって実現され、
プレーヤ７１０から供給されたＳＰＤＩＦ正信号と位相および周波数が一致するクロック
信号を生成する。
【００７９】
　クロック切替器７２３は、内部クロック発生回路７２１において生成されたクロックま
たはクロック成分再構成回路７２２において再構成されたクロックの何れかを選択して、
出力するクロックを切り替える回路である。
【００８０】
　制御マイコン７２４は、ＡＶアンプ７２０の動作を制御するためのマイクロコンピュー
タである。この制御マイコン７２４は、チャンネルステータス（図７）の第５バイトの第
０ビット目が逆方向通信を行うことができる旨を示している場合には、内部クロック発生
回路７２１によって生成されたクロックをクロック切替器７２３に選択させる。一方、逆
方向通信を行うことができない旨を示している場合には、クロック成分再構成回路７２２
によって再構成されたクロックをクロック切替器７２３に選択させる。
【００８１】
　ラッチ７２５は、プレーヤ７１０から信号線７２８に供給された信号を保持するラッチ
である。Ｄ／Ａ変換器７２６は、ラッチ７２５に保持された信号をデジタル信号からアナ
ログ信号に変換するものである。このようにして変換されたアナログ信号は、後段の（図
示しない）増幅部において音声信号が増幅される。なお、これらラッチ７２５およびＤ／
Ａ変換器７２６は、クロック切替器７２３から供給されたクロックに従って動作する。
【００８２】
　逆信号送信部７２７は、クロック切替器７２３から供給されたクロックを信号線７２９
からプレーヤ７１０に対して送信するものである。このクロックは、ケーブル７３０によ
ってＳＰＤＩＦ逆信号として伝送され、信号線７１８からクロック成分再構成回路７１２
に供給される。このＳＰＤＩＦ逆信号はＡＶアンプ７２０の内部で生成されたクロック成
分を含んでいる。ＳＰＤＩＦ逆信号はバイフェーズマーク変調されて伝送されるため、例
え無音信号であってもクロック成分はＡＶアンプ７２０からプレーヤ７１０に伝送される
。すなわち、この例におけるＳＰＤＩＦ逆信号は有効な音声信号を含んでいなくてもよい
。
【００８３】
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　この構成例によれば、ＡＶアンプ７２０において生成されたクロック信号がプレーヤ７
１０に伝送され、その伝送されたクロック信号に従ってプレーヤ７１０からＡＶアンプ７
２０に映像信号および音声信号を伝送することができる。したがって、ＡＶアンプ７２０
の内部クロックをマスタクロックとしてプレーヤ７１０を動作させることができ、いわゆ
るジッタレス再生を実現することができる。これにより、ＡＶアンプ７２０において速度
調整のために利用されるバッファを省くことができるようになる。また、各機器において
生成されるクロックの精度に着目すると、一般にプレーヤよりもＡＶアンプの方がクロッ
クの精度が高いことが多い。したがって、ＡＶアンプ７２０のクロックをマスタクロック
としてプレーヤ７１０を動作させることによって、音声信号の再生品質を向上させること
ができる。
【００８４】
　図１２は、本発明の実施の形態における双方向通信により実現可能な認証処理のシーケ
ンス例を示す図である。この認証処理は、デジタル・トランスミッション・コンテント・
プロテクション（ＤＴＣＰ）規格では、ＡＫＥ（Authentication and Key Exchange）処
理と呼ばれており、デジタルデータのやりとりに先立って、シンク機器１がコピー制御情
報を適切に扱うことのできる機器であることの認証を行った上で暗号化および復号化のた
めの鍵を交換する。そして、ソース機器２でデジタルデータを暗号化して、暗号化された
デジタルデータをシンク機器１で復号する。これにより、シンク機器１におけるデジタル
コンテンツの保護が保証されるとともに、それ以外の機器によるデジタルコンテンツの盗
用が防止される。
【００８５】
　認証処理を行う際には、処理が重複しないように、シンク機器１から処理を開始するこ
とになっている。まず、シンク機器１は、ＡＫＥステータスコマンド１００１によりソー
ス機器２の状態を調べる。その結果、ソース機器２からＡＫＥステータスレスポンス２０
０１として受け入れ可能である旨の応答が得られれば、シンク機器１は乱数および証明書
を添付してＣＨＡＬＬＥＮＧＥサブファンクション１００２を発行する。この証明書はＤ
ＴＣＰの管理機構であるデジタル・トランスミッション・ライセンシング・アドミニスト
レータ（ＤＴＬＡ）から各機器に対して発行されたものである。ソース機器２はシンク機
器１からの証明書を認証してその結果をレスポンス２００２としてシンク機器１に返す。
そして、ソース機器２は、同様の手順をソース機器２側から行う（２００３、１００３、
２００４、１００４）。
【００８６】
　続いて、ソース機器２は、シンク機器１から受け取った乱数に基づいて所定の数値を計
算して、ＲＥＳＰＯＮＳＥサブファンクション２００５によりシンク機器１に送信する。
同様に、シンク機器１は、ソース機器２から受け取った乱数に基づいて所定の数値を計算
して、ＲＥＳＰＯＮＳＥサブファンクション１００６によりソース機器２に送信する。な
お、これらＲＥＳＰＯＮＳＥサブファンクション２００５または１００６を受信した機器
は、それぞれ認証処理を行う。
【００８７】
　そして、ソース機器２は、エクスチェンジ鍵をＥＸＣＨＡＮＧＥ＿ＫＥＹサブファンク
ション２００７により送信する。コンテンツ鍵を計算するためのシードをシンク機器１が
ＣＯＮＴＥＮＴ＿ＫＥＹ＿ＲＥＱサブファンクション２０１０により要求すると、ソース
機器２はシードをレスポンス１０１０により送信する。これにより、シンク機器１はエク
スチェンジ鍵およびシードからコンテンツ鍵を計算する。コンテンツのコピー制御情報と
しては、上述のように、コピーネバー、コピーワンジェネレーション、ノーモアコピー、
コピーフリーの４種類があり、暗号化されているのは前３者である。コンテンツ鍵はその
３者に対応して３種類設けられる。
【００８８】
　また、ＳＲＭサブファンクション１００８および２００８では、ＳＲＭ（System Renew
ability Message）の交換が行われる。このＳＲＭは、正当な機器に対して更新されたメ
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ッセージを送信することにより、そのような正当な機器以外を認証できないようにするた
めのものである。このＳＲＭサブファンクションを受信した機器は、認証処理を行って、
送信されてきたＳＲＭが間違っていないかどうかを確認する。
【００８９】
　本発明の実施の形態では、図８（ｄ）に示したユーザデータのユーザ情報Ｘ乃至Ｚを用
いることにより、上述の著作権保護のための認証および鍵交換などが可能である。また、
図７に示したチャンネルステータスの第５バイトの第１ビット目を用いることにより、暗
号化の有無を定義することができる。これにより、従来のＳＰＤＩＦ規格とは異なり、オ
ーディオデータを暗号化して伝送することが可能となり、セキュアに伝送することが可能
となる。
【００９０】
　なお、上の例は全認証（Full Authentication）と呼ばれる手順で、全３種類の鍵を交
換するものである。これに対してより簡易な限定認証（Restricted Authentication）と
呼ばれる手順では一種類の鍵のみを交換する。この限定認証の場合、全認証のほぼ半分程
度の時間で認証処理を行うことができる。また、この例では、ＤＴＣＰにより著作権保護
を行う例について説明したが、本発明はこれに限定されるものではなく、例えばＨＤＣＰ
（High-bandwidth Digital Content Protection system）などを用いるようにしてもよい
。
【００９１】
　図１３は、本発明の実施の形態によるインターフェースを用いた復号処理の一例を示す
図である。この例では、プレーヤ８１０とＡＶアンプ８２０がケーブル８３０により接続
されている。プレーヤ８１０における、増幅器８１１、演算器８１２、増幅器８１３、出
力端子８１４および入力端子８１５は、増幅器１１、演算器１２、増幅器１３、出力端子
１４および入力端子１５に対応する。また、ＡＶアンプ８２０における、増幅器８２１、
演算器８２２、増幅器８２３、出力端子８２４および入力端子８２５は、増幅器２１、演
算器２２、増幅器２３、出力端子２４および入力端子２５に対応する。
【００９２】
　プレーヤ８１０は、出力端子８１４に正信号を送信するための正信号送信部８１６と、
入力端子８１５から逆信号を受信するための逆信号受信部８１７とを備える。プレーヤ８
１０は、ＡＶアンプ８２０に対して符号化信号を送信する。また、プレーヤ８１０は、Ａ
Ｖアンプ８２０から復号信号を受信する。
【００９３】
　ＡＶアンプ８２０は、入力端子８２５から符号化信号を受信するための逆信号受信部８
２７と、符号化信号を復号して復号信号を生成する復号部８２８と、出力端子８２４に復
号信号を送信するための正信号送信部８２６とを備える。ＡＶアンプ８２０は、プレーヤ
８１０から符号化信号を受信する。そして、符号化信号を復号部８２８により復号して、
復号信号をプレーヤ８１０に対して送信する。この復号信号の送信は、ケーブル３０上の
ＳＰＤＩＦ逆信号により行われる。
【００９４】
　このように、本発明の実施の形態では、プレーヤ８１０から送信された符号化信号をＡ
Ｖアンプ８２０において復号して、その復号信号をプレーヤ８１０に返送することにより
、ＡＶアンプ８２０の復号部８２８を利用した復号を行うことができる。例えば、プレー
ヤ８１０における（図示しない）復号部のバージョンが古いために符号化信号を復号でき
ないような場合、ＡＶアンプ８２０における復号部８２８を利用して復号し、プレーヤ８
１０に返送することができる。
【００９５】
　図１４は、本発明の実施の形態によるインターフェースを用いたマルチトラックレコー
ディング処理の一例を示す図である。この例では、レコーダ８４０と変換器８５０がケー
ブル８６０により接続されている。レコーダ８４０における、増幅器８４１、演算器８４
２、増幅器８４３、出力端子８４４および入力端子８４５は、増幅器１１、演算器１２、



(14) JP 2009-278152 A 2009.11.26

10

20

30

40

50

増幅器１３、出力端子１４および入力端子１５に対応する。また、変換器８５０における
、増幅器８５１、演算器８５２、増幅器８５３、出力端子８５４および入力端子８５５は
、増幅器２１、演算器２２、増幅器２３、出力端子２４および入力端子２５に対応する。
【００９６】
　レコーダ８４０は、出力端子８４４に再生信号を送信するための再生部８４６と、入力
端子８４５から記録信号を受信するための記録部８４７とを備える。レコーダ８４０は、
変換器８５０に対して再生信号を送信する。また、レコーダ８４０は、変換器８５０から
記録信号を受信する。
【００９７】
　変換器８５０は、入力端子８５５から再生信号を受信してデジタル信号からアナログ信
号に変換するためのＤ／Ａ変換器８５７と、外部から入力されたアナログ信号をデジタル
信号に変換するためのＡ／Ｄ変換器８５６とを備える。Ｄ／Ａ変換器８５７にはスピーカ
８７１が接続されており、Ｄ／Ａ変換器８５７によって変換されたアナログ信号がスピー
カ８７１から音声出力される。Ａ／Ｄ変換器８５６にはマイクロホン８７２が接続されて
おり、マイクロホン８７２入力された音声がＡ／Ｄ変換器８５６によってデジタル信号に
変換されて、出力端子８５４に供給される。これらＡ／Ｄ変換器８５６およびＤ／Ａ変換
器８５７は、クロック発生回路８５８によって発生された共通のクロックによって動作す
る。
【００９８】
　このように、本発明の実施の形態では、スピーカ８７１から出力される音声と、マイク
ロホン８７２に入力される音声とをクロック発生回路８５８による共通のクロックにより
制御することができる。そして、マイクロホン８７２に入力された音声をデジタル信号に
変換して、記録信号として伝送することにより、再生信号と記録信号との間の同期を測る
ことが可能となる。この場合、再生信号はケーブル８６０上のＳＰＤＩＦ正信号としてレ
コーダ８４０から変換器８５０に伝送され、記録信号はケーブル８６０上のＳＰＤＩＦ逆
信号として変換器８５０からレコーダ８４０に伝送される。
【００９９】
　次に、本発明の実施の形態におけるインターフェースをＨＤＭＩ（High-Definition Mu
ltimedia Interface）規格（ＨＤＭＩは登録商標）によるケーブルに適用した場合の応用
例について説明する。
【０１００】
　図１５は、ＨＤＭＩ規格によるインターフェースの概念構成図である。ＨＤＭＩ規格で
は、基本となる高速伝送ラインによる伝送方向を一方向に定めており、送信側の機器をソ
ース機器、受信側の機器をシンク機器と呼んでいる。この例では、ソース機器１００およ
びシンク機器２００がＨＤＭＩケーブル３００により接続されている。そして、ソース機
器１００には送信動作を行うトランスミッタ１０１が含まれ、シンク機器２００には受信
動作を行うレシーバ２０１が含まれている。
【０１０１】
　トランスミッタ１０１とレシーバ２０１との間の伝送には、ＴＭＤＳ（Transition Min
imized Differential Signaling）と呼ばれるシリアル伝送方式が用いられる。ＨＤＭＩ
規格では、映像信号および音声信号は３つのＴＭＤＳチャンネル３１０乃至３３０を用い
て伝送される。すなわち、ある垂直同期信号から次の垂直同期信号までの区間の内、水平
帰線区間および垂直帰線区間を除いた区間である有効画像区間において、非圧縮の１画面
分の画像の画素データに対応する差動信号が、ＴＭＤＳチャンネル３１０乃至３３０によ
り、シンク機器２００に向けて一方向に送信される。また、水平帰線区間または垂直帰線
区間においては、音声データ、制御データまたはその他の補助データ等に対応する差動信
号が、ＴＭＤＳチャンネル３１０乃至３３０により、シンク機器２００に向けて一方向に
送信される。
【０１０２】
　また、ＨＤＭＩ規格では、クロック信号がＴＭＤＳクロックチャンネル３４０により伝
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送される。ＴＭＤＳチャンネル３１０乃至３３０の各々では、ＴＭＤＳクロックチャンネ
ル３４０により伝送される１クロックの間に、１０ビット分の画素データを送信すること
ができる。
【０１０３】
　また、ＨＤＭＩ規格では、ディスプレイデータチャンネル（ＤＤＣ：Display Data Cha
nnel）３５０が設けられる。このディスプレイデータチャンネル３５０は、シンク機器２
００におけるＥ－ＥＤＩＤ（Enhanced Extended Display Identification Data）情報を
ソース機器が読み出すために用いられる。Ｅ－ＥＤＩＤ情報とは、シンク機器２００がデ
ィスプレイ装置である場合に、その機種、解像度、色の特性およびタイミングなどの設定
や性能に関する情報を示すものである。このＥ－ＥＤＩＤ情報は、シンク機器２００のＥ
ＤＩＤ　ＲＯＭ２０２に保持される。なお、図示していないが、ソース機器１００もシン
ク機器２００と同様に、Ｅ－ＥＤＩＤ情報を記憶し、必要に応じてそのＥ－ＥＤＩＤ情報
をシンク機器２００に送信することができる。
【０１０４】
　さらに、ＨＤＭＩ規格では、ＣＥＣ（Consumer Electronics Control）ライン３６１、
リザーブライン３６２およびＨＰＤ（Hot Plug Detect）ライン３６３等が設けられる。
ＣＥＣライン３６１は、機器制御信号の双方向通信を行うためのラインである。ディスプ
レイデータチャンネル３５０が機器間を１対１に接続するのに対して、このＣＥＣライン
３６１はＨＤＭＩに接続される全機器を直接接続する。
【０１０５】
　リザーブライン３６２は、ＨＤＭＩ規格上は利用されていないラインである。また、Ｈ
ＰＤライン３６３は、ＨＤＭＩのケーブルによって他の機器と接続されていること（ホッ
トプラグ）を検知するためのラインである。本発明の実施の形態では、このリザーブライ
ン３６２およびＨＰＤライン３６３を用いてイーサネット（登録商標）信号、ＳＰＤＩＦ
正信号およびＳＰＤＩＦ逆信号を伝送することを想定する。
【０１０６】
　図１６は、ＨＤＭＩ規格によるコネクタのピン配置例を示す図である。ここでは、タイ
プＡと呼ばれるピン配置におけるピン番号３０１と信号名称３０２との対応関係が示され
ている。
【０１０７】
　ＴＭＤＳチャンネル３１０乃至３３０およびＴＭＤＳクロックチャンネル３４０は、そ
れぞれ正極、シールドおよび負極の３ピンから構成されており、１乃至３番ピンがＴＭＤ
Ｓチャンネル３３０、４乃至６番ピンがＴＭＤＳチャンネル３２０、７乃至９番ピンがＴ
ＭＤＳチャンネル３１０、１０乃至１２番ピンがＴＭＤＳクロックチャンネル３４０にそ
れぞれ対応している。
【０１０８】
　また、１３番ピンがＣＥＣライン３６１に、１４番ピンがリザーブライン３６２に、１
９番ピンがＨＰＤライン３６３に、それぞれ対応している。また、ディスプレイデータチ
ャンネル３５０は、シリアルクロック（ＳＣＬ）、シリアルデータ（ＳＤＡ）および接地
（グランド）の３ピンから構成されており、１５乃至１７番ピンがそれぞれ対応する。な
お、ディスプレイデータチャンネル３５０の接地（１７番ピン）は、ＣＥＣライン３６１
の接地と共通化されている。１８番ピンは電源供給ライン（＋５Ｖ）に対応する。
【０１０９】
　図１７は、本発明の実施の形態におけるソース機器１００およびシンク機器２００の内
部構成例について示す図である。ここでは、本発明の実施の形態における要部であるリザ
ーブライン３６２およびＨＰＤライン３６３に関する構成を示している。ソース機器１０
０は、シンク機種検出回路１１０と、プラグ接続検出回路１２０と、ソース側送受信回路
１４０と、ＳＰＤＩＦ送受信回路１７０と、イーサネット送受信回路１６０とを備えてい
る。また、シンク機器２００は、ソース機種検出回路２１０と、プラグ接続伝達回路２２
０と、シンク側送受信回路２５０と、ＳＰＤＩＦ送受信回路２７０と、イーサネット送受
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信回路２６０とを備えている。
【０１１０】
　リザーブライン３６２は、上述のとおりＨＤＭＩ規格上は利用されていないラインであ
るが、ここではピンの有効利用のため、接続される機器の機種を検出するために用いられ
るものとしている。すなわち、ソース機器１００におけるシンク機種検出回路１１０では
、リザーブライン３６２を介してシンク機器２００の機種を検出する。また、シンク機器
２００におけるソース機種検出回路２１０では、リザーブライン３６２を介してソース機
器１００の機種を検出する。ここにいう機種としては、例えば、ＨＤＭＩ規格を拡張して
リザーブライン３６２およびＨＰＤライン３６３によりイーサネット信号を双方向伝送す
るようにした機種（以下、ＨＤＭＩ拡張機種という。）を想定することができる。
【０１１１】
　ＨＰＤライン３６３は、上述のとおりＨＤＭＩのケーブルによって他の機器と接続され
ていることを検知するためのラインである。シンク機器２００におけるプラグ接続伝達回
路２２０は、ＨＰＤライン３６３に接続する端子を所定の電圧にバイアスすることにより
、シンク機器２００が接続されている旨を伝達する。ソース機器１００におけるプラグ接
続検出回路１２０は、ＨＰＤライン３６３に接続する端子の電位を基準電位と比較するこ
とにより、シンク機器２００の接続を検出する。
【０１１２】
　このような機能を有するリザーブライン３６２およびＨＰＤライン３６３に対して、本
発明の実施の形態では、ソース側送受信回路１４０およびシンク側送受信回路２５０を接
続する。すなわち、ソース機器１００におけるソース側送受信回路１４０は、コンデンサ
１３１および１３２と抵抗１３３とを介してリザーブライン３６２およびＨＰＤライン３
６３に接続する。また、シンク機器２００におけるシンク側送受信回路２５０は、コンデ
ンサ２３１および２３２と抵抗２３３とを介してリザーブライン３６２およびＨＰＤライ
ン３６３に接続する。
【０１１３】
　ソース側送受信回路１４０は、リザーブライン３６２およびＨＰＤライン３６３を用い
て双方向伝送されるイーサネット信号をイーサネット送受信回路１６０に接続し、リザー
ブライン３６２およびＨＰＤライン３６３を用いて双方向伝送されるＳＰＤＩＦ信号をＳ
ＰＤＩＦ送受信回路１７０に接続する。
【０１１４】
　シンク側送受信回路２５０は、リザーブライン３６２およびＨＰＤライン３６３を用い
て双方向伝送されるイーサネット信号をイーサネット送受信回路２６０に接続し、リザー
ブライン３６２およびＨＰＤライン３６３を用いて双方向伝送されるＳＰＤＩＦ信号をＳ
ＰＤＩＦ送受信回路２７０に接続する。
【０１１５】
　イーサネット送受信回路１６０および２６０は、イーサネット信号を送受信する回路で
あり、例えばインターネットプロトコル（ＩＰ）に準拠した双方向通信を行うものである
。この場合、インターネットプロトコル（ＩＰ）の上位層としては、ＴＣＰ（Transmissi
on Control Protocol）やＵＤＰ（User Datagram Protocol）を用いることができる。こ
れらイーサネット送受信回路１６０および２６０は、従来技術により実現され得る。
【０１１６】
　ＳＰＤＩＦ送受信回路１７０および２７０は、本発明の実施の形態における双方向のＳ
ＰＤＩＦ信号を送受信するものである。ＳＰＤＩＦ信号の双方向化は、ソース側送受信回
路１４０およびシンク側送受信回路２５０において行われるため、ＳＰＤＩＦ送受信回路
１７０および２７０は従来技術によるＳＰＤＩＦ規格に準拠した送受信回路を用いること
ができる。
【０１１７】
　図１８は、本発明の実施の形態におけるソース側送受信回路１４０およびシンク側送受
信回路２５０の一構成例を示す図である。
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【０１１８】
　図１８（ａ）に示すように、シンク側送受信回路２５０は、増幅器５１０、５２０、５
３０、５５０、５８１および５８２と、インバータ５４１と、演算器５４２、５６０、５
７１、５７２および５８３とを備えている。
【０１１９】
　増幅器５１０は、イーサネット送受信回路２６０から信号線５１１および５１２を介し
て供給される信号を増幅する増幅器である。信号線５１１および５１２の信号は差動信号
になっており、増幅器５１０は差動入力により動作する。
【０１２０】
　増幅器５２０は、増幅器５１０の出力を増幅する増幅器である。この増幅器５２０の出
力は差動信号になっており、演算器５７１には正極の信号が、演算器５７２には負極の信
号がそれぞれ供給される。
【０１２１】
　増幅器５３０は、リザーブライン３６２およびＨＰＤライン３６３からの信号を増幅す
る増幅器である。リザーブライン３６２およびＨＰＤライン３６３の信号は差動信号にな
っており、増幅器５３０は差動入力により動作する。
【０１２２】
　インバータ５４１は、増幅器５１０の出力を反転させる回路である。演算器５４２は、
インバータ５４１の出力と増幅器５３０の出力を加算する回路である。すなわち、インバ
ータ５４１および演算器５４２は、リザーブライン３６２およびＨＰＤライン３６３にお
ける信号からシンク機器２００の出力信号を取り除いた信号を、増幅器５５０に入力する
。
【０１２３】
　増幅器５５０は、演算器５４２の出力を増幅する増幅器である。この増幅器５５０出力
は差動信号になっており、信号線５５８には正極の信号が、信号線５５９には負極の信号
がそれぞれ供給される。信号線５５８および５５９にはイーサネット送受信回路２６０が
接続されており、リザーブライン３６２およびＨＰＤライン３６３における信号からシン
ク機器２００の出力信号を取り除いた信号がイーサネット送受信回路２６０に供給される
。
【０１２４】
　増幅器５８１は、ＳＰＤＩＦ送受信回路２７０から信号線５６８を介して供給される信
号を増幅する増幅器である。
【０１２５】
　演算器５７１は、増幅器５８１の出力と増幅器５２０の正極出力とを加算する回路であ
る。演算器５７２は、増幅器５８１の出力と増幅器５２０の負極出力とを加算する回路で
ある。
【０１２６】
　すなわち、増幅器５２０から出力されるイーサネット信号が差動信号であるのに対して
、演算器５７１および５７２により重畳されるＳＰＤＩＦ信号は同相信号である。これに
より、イーサネット信号およびＳＰＤＩＦ信号の両者は、同じ一対の信号線（リザーブラ
イン３６２およびＨＰＤライン３６３）によって伝送することが可能となる。
【０１２７】
　演算器５６０は、リザーブライン３６２およびＨＰＤライン３６３の出力を加算する回
路である。演算器５８３は、演算器５６０の出力と増幅器５８１の反転出力とを加算する
回路である。
【０１２８】
　増幅器５８２は、演算器５８３の出力を増幅する増幅器である。この増幅器５８２の出
力は、信号線５６９を介してＳＰＤＩＦ送受信回路２７０に供給される。
【０１２９】
　すなわち、演算器５７１および５７２により重畳されるＳＰＤＩＦ信号から、増幅器５
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８１により供給される信号を演算器５８３によって減じることにより、ソース側送受信回
路１４０からの信号を信号線５６９に供給することが可能となる。
【０１３０】
　図１８（ｂ）に示すように、ソース側送受信回路１４０は、増幅器４１０、４２０、４
３０、４５０、４８１および４８２と、インバータ４４１と、演算器４４２、４６０、４
７１、４７２および４８３とを備えている。
【０１３１】
　増幅器４１０は、イーサネット送受信回路１６０から信号線４１１および４１２を介し
て供給される信号を増幅する増幅器である。信号線４１１および４１２の信号は差動信号
になっており、増幅器４１０は差動入力により動作する。
【０１３２】
　増幅器４２０は、増幅器４１０の出力を増幅する増幅器である。この増幅器４２０の出
力は差動信号になっており、演算器４７１には正極の信号が、演算器４７２には負極の信
号がそれぞれ供給される。
【０１３３】
　増幅器４３０は、リザーブライン３６２およびＨＰＤライン３６３からの信号を増幅す
る増幅器である。リザーブライン３６２およびＨＰＤライン３６３の信号は差動信号にな
っており、増幅器４３０は差動入力により動作する。
【０１３４】
　インバータ４４１は、増幅器４１０の出力を反転させる回路である。演算器４４２は、
インバータ４４１の出力と増幅器４３０の出力を加算する回路である。すなわち、インバ
ータ４４１および演算器４４２は、リザーブライン３６２およびＨＰＤライン３６３にお
ける信号からソース機器１００の出力信号を取り除いた信号を、増幅器４５０に入力する
。
【０１３５】
　増幅器４５０は、演算器４４２の出力を増幅する増幅器である。この増幅器４５０出力
は差動信号になっており、信号線４５８には正極の信号が、信号線４５９には負極の信号
がそれぞれ供給される。信号線４５８および４５９にはイーサネット送受信回路１６０が
接続されており、リザーブライン３６２およびＨＰＤライン３６３における信号からソー
ス機器１００の出力信号を取り除いた信号がイーサネット送受信回路１６０に供給される
。
【０１３６】
　増幅器４８１は、ＳＰＤＩＦ送受信回路１７０から信号線４６８を介して供給される信
号を増幅する増幅器である。
【０１３７】
　演算器４７１は、増幅器４８１の出力と増幅器４２０の正極出力とを加算する回路であ
る。演算器４７２は、増幅器４８１の出力と増幅器４２０の負極出力とを加算する回路で
ある。
【０１３８】
　すなわち、増幅器４２０から出力されるイーサネット信号が差動信号であるのに対して
、演算器４７１および４７２により重畳されるＳＰＤＩＦ信号は同相信号である。これに
より、イーサネット信号およびＳＰＤＩＦ信号の両者は、同じ一対の信号線（リザーブラ
イン３６２およびＨＰＤライン３６３）によって伝送することが可能となる。
【０１３９】
　演算器４６０は、リザーブライン３６２およびＨＰＤライン３６３の出力を加算する回
路である。演算器４８３は、演算器４６０の出力と増幅器４８１の反転出力とを加算する
回路である。
【０１４０】
　増幅器４８２は、演算器４８３の出力を増幅する増幅器である。この増幅器４８２の出
力は、信号線４６９を介してＳＰＤＩＦ送受信回路１７０に供給される。
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【０１４１】
　すなわち、演算器４７１および４７２により重畳されるＳＰＤＩＦ信号から、増幅器４
８１により供給される信号を演算器４８３によって減じることにより、シンク側送受信回
路２５０からの信号を信号線４６９に供給することが可能となる。
【０１４２】
　なお、増幅器４２０および５２０は、特許請求の範囲に記載の第１の送信部の一例であ
る。また、演算器４４２および５４２は、特許請求の範囲に記載の第１の抽出部の一例で
ある。また、演算器４７１、４７２、５７１および５７２は、特許請求の範囲に記載の第
２の送信部の一例である。また、演算器４８３および５８３は、特許請求の範囲に記載の
第２の抽出部の一例である。
【０１４３】
　図１９は、本発明の実施の形態の応用例における動作の概要を示す図である。本発明の
実施の形態の応用例では、上述のように、リザーブライン３６２およびＨＰＤライン３６
３を用いてイーサネット信号を差動信号として伝送するとともに、同じラインを利用して
ＳＰＤＩＦ信号（ＳＰＤＩＦ正信号およびＳＰＤＩＦ逆信号）を同相信号として伝送する
。
【０１４４】
　このような本発明の実施の形態の応用例における動作をまとめると同図のようになる。
上述のように、１４番ピンはリザーブライン３６２に対応し、１９番ピンはＨＰＤライン
３６３に対応する。イーサネット信号またはＳＰＤＩＦ信号の何れも伝送されない場合に
は、従来のＨＤＭＩ規格の動作になる。イーサネット信号が伝送される場合には、１４番
ピンにイーサネット信号の正極信号が重畳され、１９番ピンにイーサネット信号の負極信
号が重畳される。また、ＳＰＤＩＦ信号が伝送される場合には、１４番ピンおよび１９番
ピンにＳＰＤＩＦ信号の正極信号が重畳される。さらに、イーサネット信号およびＳＰＤ
ＩＦ信号の両者が伝送される場合には、１４番ピンにイーサネット信号の正極信号および
ＳＰＤＩＦ信号の正極信号が重畳され、１９番ピンにイーサネット信号の負極信号および
ＳＰＤＩＦ信号の正極信号が重畳される。
【０１４５】
　したがって、イーサネット信号およびＳＰＤＩＦ信号は、リザーブライン３６２および
ＨＰＤライン３６３において互いに独立して伝送することができ、両信号を伝送する場合
や一方の信号のみを伝送する場合でも、受信側（ソース側送受信回路１４０）に特別な機
構を要することなく対応することができる。
【０１４６】
　図２０は、本発明の実施の形態の応用例におけるシンク機種検出回路１１０およびソー
ス機種検出回路２１０の構成例を示す図である。
【０１４７】
　図２０（ａ）に示すように、シンク機種検出回路１１０は、抵抗１１１および１１２と
、コンデンサ１１３と、比較器１１６とを備えている。抵抗１１１は、リザーブライン３
６２を＋５Ｖにプルアップするものである。この抵抗１１１は、ソース機器１００が特定
の機種（例えば、ＨＤＭＩ拡張機種）である場合のみ存在し、ソース機器１００が特定の
機種でない場合にはプルアップが行われない。抵抗１１２およびコンデンサ１１３は、ロ
ーパスフィルタを構成するものである。このローパスフィルタの出力は信号線１１４に供
給される。比較器１１６は、ローパスフィルタから信号線１１４に供給された直流電位を
、信号線１１５に与えられた基準電位と比較するものである。
【０１４８】
　また、図２０（ｂ）に示すように、ソース機種検出回路２１０は、抵抗２１１および２
１２と、コンデンサ２１３と、比較器２１６とを備えている。抵抗２１１は、リザーブラ
イン３６２を接地電位にプルダウンするものである。この抵抗２１１は、シンク機器２０
０が特定の機種である場合のみ存在し、シンク機器２００が特定の機種でない場合にはプ
ルダウンが行われない。抵抗２１２およびコンデンサ２１３は、ローパスフィルタを構成
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するものである。このローパスフィルタの出力は信号線２１５に供給される。比較器２１
６は、ローパスフィルタから信号線２１５に供給された直流電位を、信号線２１４に与え
られた基準電位と比較するものである。
【０１４９】
　シンク機器２００が特定の機種であれば抵抗２１１によるプルダウンが行われてリザー
ブライン３６２の電位が２．５Ｖとなり、シンク機器２００が特定の機種でなければ開放
されて５Ｖとなる。したがって、信号線１１５の基準電位を例えば３．７５Ｖとすれば、
信号線１１７の出力に基づいて、ソース機器１００においてシンク機器２００の機種を識
別することができる。
【０１５０】
　同様に、ソース機器１００が特定の機種であれば抵抗１１１によるプルアップが行われ
てリザーブライン３６２の電位が２．５Ｖとなり、ソース機器１００が特定の機種でなけ
れば０Ｖとなる。したがって、信号線２１４の基準電位を例えば１．２５Ｖとすれば、信
号線２１７の出力に基づいて、シンク機器２００においてソース機器１００の機種を識別
することができる。
【０１５１】
　これら機種検出のための信号は直流バイアス電位で伝達されるため、交流信号として伝
達されるイーサネット信号またはＳＰＤＩＦ信号に影響を与えるものではない。
【０１５２】
　図２１は、本発明の実施の形態におけるプラグ接続検出回路１２０およびプラグ接続伝
達回路２２０の構成例を示す図である。
【０１５３】
　図２１（ａ）に示すように、プラグ接続伝達回路２２０は、チョークコイル２２１と、
抵抗２２２および２２３とを備えている。これらチョークコイル２２１、抵抗２２２およ
び２２３は、ＨＰＤライン３６３を例えば約４Ｖにバイアスするものである。
【０１５４】
　また、図２１（ｂ）に示すように、プラグ接続検出回路１２０は、抵抗１２１および１
２２と、コンデンサ１２３と、比較器１２６とを備えている。抵抗１２１は、ＨＰＤライ
ン３６３を接地電位にプルダウンするものである。抵抗１２２およびコンデンサ１２３は
、ローパスフィルタを構成するものである。このローパスフィルタの出力は信号線１２４
に供給される。比較器１２６は、ローパスフィルタから信号線１２４に供給された直流電
位を、信号線１２５に与えられた基準電位と比較するものである。
【０１５５】
　ここで、信号線１２５に基準電位として例えば１．４Ｖを与えるものとする。ソース機
器１００がＨＰＤライン３６３に接続されていなければ、入力電位は抵抗１２１によるプ
ルダウンされることにより信号線１２４の電位は信号線１２５の基準電位よりも低くなる
。一方、ソース機器１００がＨＰＤライン３６３に接続されていれば、約４Ｖにバイアス
されるため、信号線１２４の電位は信号線１２５の基準電位よりも高くなる。したがって
、信号線１２７の出力に基づいて、ソース機器１００においてシンク機器２００の接続の
有無を検出することができる。
【０１５６】
　これらプラグ接続検出のための信号は直流バイアス電位で伝達されるため、交流信号と
して伝達されるイーサネット信号またはＳＰＤＩＦ信号に影響を与えるものではない。
【０１５７】
　すなわち、この応用例によれば、ＨＤＭＩ規格のケーブル上においても、ＳＰＤＩＦ正
信号およびＳＰＤＩＦ逆信号による双方向通信を行うことができる。
【０１５８】
　このように、本発明の実施の形態によれば、プレーヤ１０の増幅器１１からＡＶアンプ
２０に送信されるケーブル３０上の信号に対して、プレーヤ１０の出力信号の反転信号を
演算器１２によって加えることにより、プレーヤ１０の入力信号を抽出することができる
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。同様に、ＡＶアンプ２０の増幅器２１からプレーヤ１０に送信されるケーブル３０上の
信号に対して、ＡＶアンプ２０の出力信号の反転信号を演算器２２によって加えることに
より、ＡＶアンプ２０の入力信号を抽出することができる。これらにより、ケーブル３０
によってＳＰＤＩＦ正信号３１およびＳＰＤＩＦ逆信号３２の双方向通信を実現すること
ができる。ＡＶアンプ２０は、プレーヤ１０からの信号のチャンネルステータスの双方向
通信ビットが双方向通信可能である旨を示している場合には、ＳＰＤＩＦ逆信号を送信す
ることにより、双方向通信のシーケンスが開始される。これにより、ＳＰＤＩＦ規格と互
換性を維持しながら、双方向通信の拡張を行って、新しいアプリケーションに対応するこ
とができる。
【０１５９】
　例えば、図９および１０により説明したように、情報通信フレームを用いることにより
機器制御を行うことができる。また、図１１により説明したように、クロック同期を行う
ことができる。また、図１２により説明したように、暗号化ビットおよびユーザ情報を用
いることにより、セキュアな伝送を行うことができる。また、図１３により説明したよう
に、符号化データの復号を他の装置に行わせることができる。また、図１４により説明し
たように、マルチトラックレコーディングにおけるＤ／Ａ変換およびＡ／Ｄ変換の同期を
容易に実現することができる。さらに、本発明の実施の形態は、図１８により説明したよ
うに、ＳＰＤＩＦ規格のケーブルだけでなく、ＨＤＭＩ規格のケーブルにも適用すること
ができる。
【０１６０】
　なお、本発明の実施の形態は本発明を具現化するための一例を示したものであり、以下
に示すように特許請求の範囲における発明特定事項とそれぞれ対応関係を有するが、これ
に限定されるものではなく本発明の要旨を逸脱しない範囲において種々の変形を施すこと
ができる。
【０１６１】
　また、本発明の実施の形態において説明した処理手順は、これら一連の手順を有する方
法として捉えてもよく、また、これら一連の手順をコンピュータに実行させるためのプロ
グラム乃至そのプログラムを記憶する記録媒体として捉えてもよい。この記録媒体として
、例えば、ＣＤ（Compact Disc）、ＭＤ（MiniDisc）、ＤＶＤ（Digital Versatile Disk
）、メモリカード（memory card）、ブルーレイディスク（Blu-ray Disc（登録商標））
等の記録媒体を用いることができる。
【図面の簡単な説明】
【０１６２】
【図１】本発明の実施の形態におけるインターフェースの概念構成図である。
【図２】本発明の実施の形態におけるインターフェースの回路構成図の一例である。
【図３】ＳＰＤＩＦ規格におけるフレーム構成を示す図である。
【図４】ＳＰＤＩＦ規格におけるサブフレーム構成を示す図である。
【図５】ＳＰＤＩＦ規格における信号変調方式を示す図である。
【図６】ＳＰＤＩＦ規格におけるプリアンブルのチャンネルコーディングを示す図である
。
【図７】ＳＰＤＩＦ規格におけるチャンネルステータスのフォーマットを示す図である。
【図８】ＳＰＤＩＦ規格におけるユーザデータのフォーマットを示す図である。
【図９】本発明の実施の形態において情報通信フレームを双方向に送受信するインターフ
ェースの構成図の一例である。
【図１０】本発明の実施の形態によるインターフェースを用いたシステム構成例を示す図
である。
【図１１】本発明の実施の形態によるインターフェースを用いたクロック伝送の一例を示
す図である。
【図１２】本発明の実施の形態における双方向通信により実現可能な認証処理のシーケン
ス例を示す図である。
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【図１３】本発明の実施の形態によるインターフェースを用いた復号処理の一例を示す図
である。
【図１４】本発明の実施の形態によるインターフェースを用いたマルチトラックレコーデ
ィング処理の一例を示す図である。
【図１５】ＨＤＭＩ規格によるインターフェースの概念構成図である。
【図１６】ＨＤＭＩ規格によるコネクタのピン配置例を示す図である。
【図１７】本発明の実施の形態におけるソース機器１００およびシンク機器２００の内部
構成例について示す図である。
【図１８】本発明の実施の形態におけるソース側送受信回路１４０およびシンク側送受信
回路２５０の一構成例を示す図である。
【図１９】本発明の実施の形態の応用例における動作の概要を示す図である。
【図２０】本発明の実施の形態の応用例におけるシンク機種検出回路１１０およびソース
機種検出回路２１０の構成例を示す図である。
【図２１】本発明の実施の形態におけるプラグ接続検出回路１２０およびプラグ接続伝達
回路２２０の構成例を示す図である。
【符号の説明】
【０１６３】
　１０、６１０、７１０、８１０　プレーヤ
　１１、１３、２１、２３、６１１、６１３、６２１、６２３、８１１、８１３、８２１
、８２３、８４１、８４３、８５１、８５３　増幅器
　１２、２２、６１２、６２２、８１２、８２２、８４２、８５２　演算器
　１４、２４、６１４、６２４、８１４、８２４、８４４、８５４　出力端子
　１５、２５、６１５、６２５、８１５、８２５、８４５、８５５　入力端子
　２０、６２０、７２０、８２０　ＡＶアンプ
　３０、５０、６３０、７３０、８３０、８６０　ケーブル
　３１、５１　ＳＰＤＩＦ正信号
　３２、５２　ＳＰＤＩＦ逆信号
　３９　接地線
　４０　テレビジョン受像機器
　１００　ソース機器
　１０１　トランスミッタ
　１１０　シンク機種検出回路
　１１１、１１２、１２１、１２２、１３３、２１１、２１２、２２２、２３３　抵抗
　１１３、１２３、１３１、２１３、２３１　コンデンサ
　１１６、１２６、２１６　比較器
　１２０　プラグ接続検出回路
　１４０　ソース側送受信回路
　１６０　イーサネット送受信回路
　１７０、２７０　ＳＰＤＩＦ送受信回路
　２００　シンク機器
　２０１　レシーバ
　２１０　ソース機種検出回路
　２２０　プラグ接続伝達回路
　２２１　チョークコイル
　２５０　シンク側送受信回路
　２６０　イーサネット送受信回路
　３００　ケーブル
　４１０、４２０、４３０、４５０、４８１、４８２、５１０、５２０、５３０、５５０
、５８１、５８２　増幅器　
　４４１、５４１　インバータ
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　４４２、４６０、４７１、４７２、４８３、５４２、５６０、５７１、５７２、５８３
　演算器
　６１６、８１６、８２６　正信号送信部
　６１７、８１７、８２７　逆信号受信部
　６２６　正信号送信部
　６２７　逆信号受信部
　７１１、７２１　内部クロック発生回路
　７１２、７２２　クロック成分再構成回路
　７１３、７２３　クロック切替器
　７１４、７２４　制御マイコン
　７１５　記録媒体アクセス部
　７１６、８２８　復号部
　７１７　記録媒体
　７２５　ラッチ
　７２６　Ｄ／Ａ変換器
　７２７　逆信号送信部
　８４０　レコーダ
　８４６　再生部
　８４７　記録部
　８５０　変換器
　８５６　Ａ／Ｄ変換器
　８５７　Ｄ／Ａ変換器
　８５８　クロック発生回路
　８７１　スピーカ
　８７２　マイクロホン
【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【図１３】 【図１４】
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【図１５】 【図１６】

【図１７】 【図１８】
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【図１９】 【図２０】

【図２１】
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